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第５項 清掃とリサイクル事業の今後の課題

１ ごみの減量に向けた取組
ごみの減量に向けた最も有効な取組は、ごみの発生を抑制することです。

ものの生産から流通、消費にいたる段階で、できるだけごみになるものが発生しない

ような社会に変えていくことが求められています。

２ ごみの分別の徹底と資源化

平成 年度に行った資源・ごみの排出実態調査（ ページ グラフ３ 平成 年度

の可燃ごみ・不燃ごみ組成分析結果）によると、可燃ごみ、不燃ごみの中には分別すれ

ば資源となるものが、それぞれ ％、 ％含まれています。これらの資源化可能

物の分別の徹底を進めることが、ごみを減量することになります。

また、まだ食べられるのに捨てられてしまう「食品ロス」を減らすことも重要です。

利用されることなく捨てられてしまった食品は、可燃ごみの中に ％も含まれており、

これを区の１年間のごみ量に換算すると、およそ ｔになります。区では、食品ロ

スの削減のために、家庭や職場などで余っている食品を持ち寄って、福祉施設などに寄

付をする「フードドライブ」を、平成 年度から実施していきます。

現在の資源回収システムは、事業者処理責任を明確にし、事業者による資源の自主回

収を促進していくとともに、区民の方が積極的に集団回収に参加できるような仕組みや、

より効率的で出しやすい資源回収システムとしていく必要があります。

また、家庭から排出されるごみをさらに減量するために、国・都・他自治体の事例な

どを参考としながら、新たな資源回収品目や回収方法を検討していきます。

３ 環境負荷の低減
区は、平成 年度にプラスチックやゴム製品、革製品を不燃ごみから可燃ごみと

する分別変更を行いました。区は、このうち容器包装プラスチックを平成 年 月か

ら分別回収して資源化し、環境負荷の低減に努めています。

ごみ処理システムを変更する際には、環境負荷を事前に評価し、環境負荷の少ないご

み処理システムにすることが重要です。

さらに生ごみの水切りを推進することで、生ごみの水分を減らし、清掃工場の燃焼効

率や収集・運搬効率を高めるなどの取組も今後の課題です。
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＊ 資源有効利用促進法に基づき、平成 年 月から事業系パソコンの回収・リサイクルが実施され、平成 年

月からは、家庭系パソコンについても回収・リサイクルが実施されました。

『平成 年度版環境･循環型社会･生物多様性白書』環境省編を基に一部修正 
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「ねりまのかんきょう｣年表

練 馬 区 の で き ご と 都・国・世界の動き

昭和 年
月
月

練馬区独立
東京都練馬清掃事務所開設

昭和

年 月
年 月
年 月

月

年 月
年 月
年 月
年 月
年 月
年 月

月

東京都工場公害防止条例制定
東京都清掃本部設置
東京都騒音防止に関する条例制定
清掃法制定
東京都清掃条例制定
東京都ばい煙防止条例制定
東京都清掃局と改称
ごみ容器による収集作業開始
ばい煙の排出に関する法律制定
公害対策基本法制定
東京都公害研究所発足
大気汚染防止法、騒音規制法施行

昭和 年
月 練馬区建築部に公害対策課設置

（騒音規制法、東京都工場公害防止条例、東京都騒
音防止に関する条例の事務を開始）

昭和 年
月
月

昭和 年
月

公害対策基本法に基づく初の公害白書閣議決定
東京都公害防止条例公布
大気汚染コントロールセンター同時通報装置完成

一酸化炭素の環境基準を正式決定

昭和 年
月
月
月
月

昭和 年
月

夜間騒音実態調査実施
工場実態調査実施
練馬区公害対策連絡協議会発足
区議会で「自動車公害に関する意見書」可決、

内閣総理大臣、関係大臣、都知事に提出
区議会に公害対策特別委員会設置

定期河川水質調査開始
「公害をなくすために」創刊

昭和 年
月

月
月

月
月
月

月

昭和 年
月

公共用水域の水質基準設定
東京都公害防止条例施行（東京都工場公害防止

条例、東京都騒音防止に関する条例廃止）
新宿区牛込柳町鉛公害問題発生
杉並区東京立正高校で光化学スモッグ被害発生
東京都の光化学スモッグ注意報警戒体制スタート
放射 ・ 道路対策住民協議会活動開始
東京都公害局発足
東京都公害防止条例改正（規制の強化）
公害紛争処理法施行
公害対策基本法改正
アメリカ合衆国で大気浄化法（ﾏｽｷｰ法）成立
廃棄物の処理及び清掃に関する法律制定

東京都「都民を公害から防衛する計画」公表

昭和 年
月

月
月
月

大泉中学校で光化学スモッグ被害発生
公害防止ポスターコンクール実施
環境騒音調査開始
公害測定室開設
アルカリろ紙法によるいおう酸化物・窒素酸化

物の大気汚染調査開始

昭和 年
月
月
月
月
月
月

月
昭和 年

月

東京都公害監視委員会発足
騒音の環境基準を閣議決定
水質汚濁防止法施行
環境庁発足
八王子市で初のノーカーデー実施
廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行
ごみ戦争宣言（都知事）
関越自動車道一部開通（練馬～川越）

環境委員会で、汚染原因者負担の原則を
盛りこんだ要綱を採択

昭和 年
月

月
月
月

練馬区公害防止融資資金制度発足
定期河川・池水水質調査開始
石神井南中で光化学スモッグ被害発生
練馬区光化学スモッグ対策会議設置
練馬区公害対策懇談会制度発足
練馬区長、光化学スモッグに関する要望書

を関係機関に対して提出

昭和 年
月
月

月
月

悪臭防止法施行
国連人間環境会議、ストックホルムで開催
自然環境保全法公布
都水産試験場、神田川に鯉放流
東京における自然の保護と回復に関する条例公布
大気汚染に係る健康障害者に対する医療費の助

成する条例施行
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